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平成２７年度　「田辺市子ども・子育て支援計画」個別事業実績　



事業名 事業内容 実施目標

1

子育て相談事業

（地域子育て支援ｾﾝﾀｰ）

電話、来所、訪問による子育ての悩みの相談に応じま

す。

関係機関と連携し、子育て相談窓口の周知をする。

2

親子（家庭）保育

フレンズ

（地域子育て支援ｾﾝﾀｰ）

5月から月3回（午前9～12時の間）もとまち保育所内

で、生活や発達の面で関わりが必要であると考えられる

子どもたちに遊びの場を提供してします。

対象の親子に応じて途中対応をしていく。年間30回を目標とする。

3

子育てサークル育成・支援事業

（地域子育て支援ｾﾝﾀｰ）

保育の出前、おもちゃ・絵本の貸出などサークル活動を

支援します。また、サークルからの要望により保育活動

を実施します。

保育の出前、おもちゃ・絵本の貸出などサークル活動を支援

月１回、各サークル保育活動を支援する。

リーダーの自主運営を支援していく。

サークルの活動をさらに周知する。

4

子育て広場事業

（地域子育て支援ｾﾝﾀｰ）

扇ヶ浜公園で紙芝居や季節にちなんだ遊びにより交流を

広げます。

冬(12月～3月)は、室内で実施しします。

4月22日から11月25日までの毎週金曜日実施

12月～3月まで各２回ずつに増やし実施

5

あいあい広場

（地域子育て支援ｾﾝﾀｰ）

市内及び近隣地域に居住する親子への支援活動を実施し

ます。

年間１0回程度開催

6

つどいの広場事業

（地域子育て支援ｾﾝﾀｰ）

保護者と子どもが気軽に集える場の提供をします。

つどいのおへや･･･月6回実施　0.1歳のつどいのおへや･･･月２回実施

つどいの研修、憩いの時間などを別日程で実施する

１子育て家庭を地域のみんなで応援するまち

１－１　地域の子育てサービスの充実



事業名 事業内容 実施目標

芳養児童館

各種教室・事業（チャレンジ教室等）・子育て支援等を積極的にアピールし、全体参加人数の

目標数値年間4,000人とする。

末広児童館

計算教室 毎週火曜日　午後３時３０分～５時

おやつ作り 毎月第３土曜日午後２時より

英語で遊ぼう 毎月第３土曜日　午前１０時～１１時

手話教室 毎月第１・３水曜日　午後4時～5時

工作教室 年３回

外国文化にふれよう 年２回

ＥＳバスケット 毎月第２・第４土曜日　午前９時～１１時

スポー遊び 年２回

中学生クラブ 随時

六者会議 毎月最終週の木曜日　午前中

館内会議 毎週木曜日　午前中

教育相談日 毎月第１・第３木曜日　午後３時～４時３０分

フリースペースちびっこ 毎週火～金曜日　午前９時３０分～１２時

出張工レク・工作 長期休み中小さな畑づくり

夏野菜苗植え

自然観察体験　天神崎クリーン作戦への参加　七夕の飾り付け　オセロ大会

折り紙教室　中学生クラブキャンプ　　わくわく宿泊体験　外国文化にふれよう　夏野菜の収

穫　親子体験バスツアー　南部センターフェスィバル　クリスマス会　陶芸教室

天神児童館

児童館では、保育所、認定こども園、小学校、中学校との連携は勿論ですが、各機関との連携

もこれまで以上に深め、「どの子も安心して過ごせる居場所」としての児童館でありたいと考

え、取り組みを進めていきたいと考えている。

児童館活動 児童館における各種の活動を推進し、子どもの居場所づ

くりに努めます。

7



事業名 事業内容 実施目標

8

児童館指導員の育成

（末広児童館）

専門的知識を持った指導員の育成を行います。

和歌山県児童館連絡協議会主催の児童厚生員の研修会への参加

大学インターシップの受入

南部センターフェスティバルにおける高校生サポーターの募集

9

子どもサポートネットみらい

（末広児童館）

田二小学校・東陽中学校区の地域の大人が子どものため

の行動を起こすことを目的として子育ての集い等の取り

組みを図っています。

委員総会・委員会の開催

南部センターフェスティバルの参加

第１２回　子どもみらい子育ての集いの開催

親子体験バスツアー

10

子どもクラブの指導者育成

（生涯学習課）

子どもクラブの指導者の育成のための取り組みを進めま

す。

平成28年度から指導者の育成に関係する研修・講演会等の取組は、「田辺市青少年育成市民会

議」及び「田辺市ＰＴＡ連合会」と連携開催するため、子どもクラブ育成協議会としての開催

は、平成27年度が最終年度となる。

11

ファミリー・サポート・センター事業

（子育て推進課）

子育ての援助を受けたい人と援助をしたい人からなる会

員組織で、会員間の子育て相互支援活動をサポートして

いる。

保育所終了後の一時預かりや習い事への送迎などに利用

されている。

会員数の増加を目指す。

12

放課後児童健全育成事業

（子育て推進課）

保護者が就労等により、昼間家庭にいない小学校に就学

しているおおむね10歳未満の児童に対し、授業の終了後

等に小学校の余裕教室等を利用して適切な遊び及び生活

の場を提供して、その健全な育成を図っています。

平成29年度4月開所予定の学童保育所を、中芳養・新庄第二に新設する。

保護者の利便性を図るために、開所時間延長を検討する。

民間事業所を活用する補助金制度等を検討する。

13

子育て短期支援事業（短期入所生活援助事業(ｼｮｰﾄｽ

ﾃｲ)）

（子育て推進課）

保護者が疾病等により、家庭における児童の養育が一時

的に困難となった場合に、児童福祉施設等において養

育・保護をすることにより、その児童及び家庭の福祉の

向上をはかることを目的としている。

利用が必要な方の利用ができるように周知を図る。

14

子育て短期支援事業（夜間養護等事業(ﾄﾜｲﾗｲﾄｽﾃ

ｲ)）

（子育て推進課）

保護者が夜間又は休日に不在となり、児童を養育するこ

とが困難になった場合に、施設において必要な保護を行

なう。

利用が必要な方の利用ができるように周知を図る。

15

一時預かり事業

（学校教育課）

幼稚園に在籍する満３歳以上の幼児で、教育時間の前後

又は長期休業日等に預かり保育を実施します。

継続して、事業を実施する。



事業名 事業内容 実施目標

16

放課後子ども教室推進事業

（生涯学習課）

社会教育施設や学校の余裕教室等を活動の拠点として

様々な体験活動を提供し、地域の支援や協力を得て地域

で子どもを育てるように働きかけます。

各ふれあいスクールにて

（１）放課後に子ども達の安全・安心な居場所を提供する。

（２）地域の協力を得て子ども達の学習・体験・交流等の活動機会を提供す る。

（３）創造豊かな人間性を涵養する。

（４）地域コミュニティを醸成する。

事業名 事業内容 実施目標

17

ひとり親家庭等医療費助成事業

 

（保険課）

ひとり親家庭の親子とそれに準じる方の保険医療の自己

負担分を助成します。

ひとり親家庭等の健康の保持及び増進を図るとともに経済的な支援を行います。

18

田辺市一般不妊治療費助成事業

（健康増進課）

子どもの出産を望む夫婦の一般不妊治療に要する費用の

一部を助成し、不妊治療を受けやすい環境づくりを図り

ます。

子どもの出産を望む夫婦の一般不妊治療に要する費用の一部を助成し、不妊治療を受けやすい

環境づくりを図ります。

H23年度27件、H24年度25件、H25年度、H26年度34件、H27年度46件

今後更に周知を図り助成件数の増加を図る。

19

田辺市特定不妊治療費助成事業

（健康増進課）

子どもの出産を望む夫婦の不妊治療に要する費用の一部

を助成し、不妊治療を受けやすい環境づくりを図りま

す。

子どもの出産を望む夫婦の特定不妊治療に要する費用の一部を助成し、不妊治療を受けやすい

環境づくりを図ります。

H23年度20件、H24年度37件、H25年度34件、H26年度58件、H27年度46件

今後更に周知を図り助成件数の増加を図る。

20

子ども医療費助成事業

（保険課）

子どもの健康の保持及び増進を図るため、就学前児童の

通院・入院及び小中学生の入院に係る保険診療の自己負

担分を助成します。

子どもの健康の保持及び増進を図るとともに経済的な支援を行います。

21

第三子以降に係る保育料助成事業

（子育て推進課）

児童が3人以上いる世帯を対象に、保育所等に入所する3

人目以降の児童の保育料を免除します。

少子化社会の中で３人以上の子を生み育てようとする世帯の経済的な負担を軽減し、またその

世帯における就業と子育ての両立を支援する。

22

田辺市三子以上に係る育児支援助成事業

（子育て推進課）

小学校以下の子を3人以上養育している方で、未就学の

子について、ファミリーサポートセンター事業、子育て

短期支援事業、病児・病後児保育事業を利用した場合、

１世帯あたり、15,000円を限度額として助成します。

制度の周知をさらに図る。

１－２　要支援家庭等へのサポート



事業名 事業内容 実施目標

23

田辺市ひとり親家庭等育児支援助成事業

（子育て推進課）

ひとり親家庭でファミリーサポートセンター事業、子育

て短期支援事業、病児・病後児保育事業を利用した場

合、１世帯あたり、15,000円を限度額として助成しま

す。

制度の周知をさらに図る。

24

家庭支援推進保育事業

（子育て推進課）

家庭環境に対する配慮など保育を行う上で特に配慮が必

要とされる児童を多数受け入れている保育所に対し保育

士の配置を行います。

保育士の配置によってきめ細かな保育を行えるようにする。

家庭訪問を実施し、家庭支援も引き続き実施する。

25

障害児保育事業

（子育て推進課）

集団保育が可能な程度の障害のある子どもを保育所にお

いて保育を行います。

発達の支援につながる保育を目指す。

健常児が障害児を含め、周囲の児童にいたわりや優しさを持って接することができるように保

育する。

26

障害児サマースクール

（障害福祉室）

プール遊びを中心とした障害児夏休み支援事業を支援し

ます。

平成28年度実施目標

　実施期間　8月1日（月）～11日（火）のうち５日間

　実施時間　午後1時～午後4時30分

　参加人数　障害児　５人程度

27

障害児福祉サービスの充実

（障害福祉室）

利用者が居宅生活支援費制度を利用しやすいように、支

援体制の充実に努めます。

平成28年4月～平成29年3月　実施目標

・児童発達支援　　　　　実人員　 34人 　4,812回

・放課後デイサービス　　実人員　115人　15,130回

・保育所等訪問支援　　　実人員　 11人　    29回

・障害児相談支援　　　　168人

平成27年年度の利用実績と同程度

28

自立支援教育訓練給付金

（子育て推進課）

母子・父子家庭の主体的な能力開発の取り組みを支援す

るため、教育訓練講座を受講する母子・父子家庭の母・

父に対し、受講費用の60％（12,000円を超え、20万円以

内）を支給する。

制度の周知をさらに図る。

29

高等職業訓練促進給付金等事業

（子育て推進課）

母子・父子家庭の母・父が就業に結びつきやすい資格を

取得するために養成機関での受講を行うに際して、その

期間中の生活の不安を解消し、安定した修業環境を提供

するため、修業期間のうち２年を上限として、給付金の

支給を行う。

対象となる資格は、看護師、介護福祉士、保育士、理学

療法士、作業療法士など

非課税世帯の場合は、月額10万円、課税世帯の場合は、

月額７万500円の支給など

制度の周知をさらに図る。

30

家庭児童相談室の相談体制の充実

（子育て推進課）

家庭における子育ての悩みや問題また子ども達が安全・

安心、健やかな育ちのための環境づくりについて家庭そ

の他からの相談を受ける体制の充実を図ります。

関係機関等との連携をさらに密接に行い、相談体制の充実を図る。

31

要保護児童対策地域協議会の設置

（子育て推進課）

要保護児童の適切な保護を図るため、必要な情報の交換

を行うとともに、要保護児童に対する支援の内容に関す

る協議を行うとともに、児童虐待の防止の啓発を行な

う。

児童虐待に対する市民の認識を深め、児童虐待の予防、早期発見・対応促進に努める。



事業名 事業内容 実施目標

32

ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事

業

（子育て推進課）

ひとり親家庭の母・父・20歳未満の児童が、高等学校卒

業認定試験を受けるあたり、そのために講座を受講終了

した際、その費用の20％の補助が受けられ、合格した場

合、さらに費用の40％（上限の総額15万円）まで受けら

れる。

制度の周知を図る。

33

田辺市福祉定住促進モデル事業ひとり親家庭等育児

支援助成事業

（子育て推進課）

田辺市福祉定住促進モデル事業の適用を受けて、本宮町

に移住したひとり親家庭の経済的な負担の軽減を図り、

安心して子どもを育てる環境づくりを推進するため、ひ

とり親家庭の児童がファミリー・サポート・センター事

業を利用する際に要する費用の一部を助成します。

支給額は、月額22,000円で、支給期間は、36か月となっ

ています。

制度の周知を図る。

34

第三子以降に係る保育料助成事業

（学校教育課）

少子化社会の中で３人以上の子を生み育てようとする世

帯の経済的な負担を軽減し、またその世帯における就業

と子育ての両立を支援するため、幼稚園に入所する３人

目以降の児童の保育料を免除します。

同一世帯の兄姉から数えて３人目以降の私立幼稚園に就園している園児に対し、年間保育料支

払額と就園奨励補助金との差額を補助する。

事業名 事業内容 実施目標

35

シルバー人材センターによる子育て支援事業

（やすらぎ対策課）

地域の高齢者が、子育てを必要とする家庭の手助けを行

います。

龍神地区　保育所給食配送回収業務の実施

昨年度に引き続き実施できるように支援する。

36

高齢者との交流

（やすらぎ対策課）

老人クラブがイベントなど通じて小さな子どもと交流を

行います。

単位老人クラブが行う交流イベント等を推進する。

37

田辺市地域保健福祉推進補助金交付事業

（福祉課）

地域保健福祉活動の活性化のため、補助金を交付しま

す。

本制度の周知のための広報活動を図るとともに、適正な審査を行い補助金を交付することで、

地域福祉に貢献する活動を支援し、市内の保健福祉の増進を図る。

38

市民活動の支援(市民活動センターの設置）

（自治振興課）

市民活動センターを核として、市民活動の総合的な支援

を行います。

登録団体数　150団体

39

みんなでまちづくり補助金の交付

（自治振興課）

公益目的の市民活動に対して補助を行います。

施設整備補助（ハード事業）3件：2,700,000円

実施補助（ソフト事業）　 10件：4,500,000円

40

子どもクラブ育成事業

（生涯学習課）

地域ぐるみの教育活動や家庭教育の充実をはかり健全な

子どもの育成を目指します。

ソフトボール・キックベースボール大会

ドッジボール大会

親子野外映画教室

親子ハイキング

親子バスケットピンポン大会

駅伝大会

41

子育てサークル育成・支援事業

（再掲）

（地域子育て支援センター）

保育の出前、おもちゃ・絵本の貸出などサークル活動を

支援します。また、サークルからの要望により保育活動

を実施します。

保育の出前、おもちゃ・絵本の貸出などサークル活動を支援

月１回、各サークル保育活動を支援する。

リーダーの自主運営を支援していく。

サークルの活動をさらに周知する。

1-3　地域支援ネットワークの確立



42

ファミリー・サポート・センター事業

（再掲）

（子育て推進課）

子育ての援助を受けたい人と援助をしたい人からなる会

員組織で、会員間の子育て相互支援活動をサポートして

いる。

保育所終了後の一時預かりや習い事への送迎などに利用

されている。

会員数の増加を目指す。

　

事業名 事業内容 実施目標

43

延長保育事業

（子育て推進課）

通常の保育時間の前後に保育時間を延長して保育を行い

ます。

保護者の就労形態の多様化等に対応するため実施しており、仕事と育児の両立を支援する

44

休日保育事業

（子育て推進課）

保育所が閉園する日曜、休日に保育を行います。

保護者の就労形態の多様化等に対応するため実施しており、仕事と育児の両立を支援する

45

乳児保育事業

（子育て推進課）

生後6ヶ月以上の子どもを保育所で保育します。

保護者の就労形態の多様化等に対応するため実施しており、仕事と育児の両立を支援する

46

障害児保育事業

（再掲）

（子育て推進課）

集団保育が可能な程度の障害のある子どもを保育所にお

いて保育を行います。

発達の支援につながる保育を目指す。

健常児が障害児を含め、周囲の児童にいたわりや優しさを持って接することができるように保

育する。

47

病児保育事業

（子育て推進課）

病気の回復期で集団保育が困難な児童の保育を行いま

す。

保護者の就労形態の多様化等に対応するため実施しており、仕事と育児の両立を支援する

48

ファミリー・サポート・センター事業

（再掲）

（子育て推進課）

子育ての援助を受けたい人と援助をしたい人からなる会

員組織で、会員間の子育て相互支援活動をサポートして

いる。

保育所終了後の一時預かりや習い事への送迎などに利用

されている。

会員数の増加を目指す。

49

放課後児童健全育成事業

（再掲）

（子育て推進課）

保護者が就労等により、昼間家庭にいない小学校に就学

しているおおむね10歳未満の児童に対し、授業の終了後

等に小学校の余裕教室等を利用して適切な遊び及び生活

の場を提供して、その健全な育成を図っています。

平成29年度4月開所予定の学童保育所を、中芳養・新庄第二に新設する。

保護者の利便性を図るために、開所時間延長を検討する。

民間事業所を活用する補助金制度等を検討する。

２－１　保育サービス等の充実

２子育てと社会参加が両立したまち



事業名 事業内容 実施目標

50

ワーク・ライフ・バランス

（仕事と生活の調和）

（商工振興課）

ワーク・ライフ・バランスの実現に向け、関係機関にお

ける活動と連携・協力し、労働者や企業などの理解を促

進するための啓発を行う

企業人権推進協議会総会において啓発するとともに、市広報紙・ホームページでの啓発を継続

する。

51

育児・介護休業法の普及

（商工振興課）

看護休暇制度導入育児両立支援奨励金の周知・活用など

育児・介護休業法の普及に努めます。

企業人権推進協議会総会において啓発するとともに、市広報紙・ホームページでの啓発を継続

する。

52

労働時間の短縮

（商工振興課）

労働時間の短縮、ジョブシェアリングなどの導入の普及

に努めます。

企業人権推進協議会総会において啓発するとともに、市広報紙・ホームページでの啓発を継続

する。

53

ファミリーフレンドリー企業

（商工振興課）

ファミリーフレンドリー企業の普及に努めます。

企業人権推進協議会総会において啓発するとともに、市広報紙・ホームページでの啓発を継続

する。

54

職業能力の向上

（商工振興課）

各種の技術習得講座、研修会への参加を促進します。

市広報紙・ホームページでの啓発を継続する。

55

市内事業者への啓発活動

（商工振興課）

男女共同参画社会について、市内事業者への啓発活動を

行います。

企業人権推進協議会総会において啓発するとともに、市広報紙・ホームページでの啓発を継続

する。

56

パパママ教室

（健康増進課）

初めて親となる人を対象に子育ての方法や家族のあり方

について学びます。

妊婦とその家族に対して、妊娠、出産、育児についての正しい知識の普及と妊婦同士の交流の

場として実施します。

30％以上の参加率の向上を図ります。

57

マタニティスクール

（健康増進課）

妊娠中から正しい日常生活を認識し、母乳育児を推進

し、父親参加を呼びかけ、子育てについて学びます。

また、仲間づくりの場としての交流を図ります。

妊婦とその家族に対して、妊娠、出産、育児についての正しい知識の普及と妊婦同士の交流の

場として実施します。

参加率の向上を図ります。

２－２　両立支援の促進



事業名 事業内容 実施目標

58

子育て支援情報の提供

（子育て推進課）

市のホームページに「子育て応援プログラム」として、

各種事業についての図表と一覧表を載せるとともに、各

事業についてのリンクを作成し、担当課で作成した事業

案内を閲覧できるようにしています。

子育て支援事業の情報提供もれがないように、関係課との連絡を密接にする。

59

パパママ教室

（再掲）

（健康増進課）

初めて親となる人を対象に子育ての方法や家族のあり方

について学びます。

妊婦とその家族に対して、妊娠、出産、育児についての正しい知識の普及と妊婦同士の交流の

場として実施します。

30％以上の参加率の向上を図ります。

60

マタニティスクール

（再掲）

（健康増進課）

妊娠中から正しい日常生活を認識し、母乳育児を推進

し、父親参加を呼びかけ、子育てについて学びます。

また、仲間づくりの場としての交流を図ります。

妊婦とその家族に対して、妊娠、出産、育児についての正しい知識の普及と妊婦同士の交流の

場として実施します。

参加率の向上を図ります。

61

地域異年齢児交流事業

（保育所）

地域に開かれた保育所として、親子が触れ合える子育て

広場や保育所の園庭開放などを行います。

地域に開かれた保育所を目指して、引き続き実施する。。

３　子育てを楽しむ環境と整ったまち

３－１　親を育てる環境づくり



事業名 事業内容 実施目標

62

こどもエコクラブ事業

（環境課）

こどもエコクラブの登録を促進し、活動の支援を行いま

す。

平成28年度は、１団体の新規登録を目標とする。

63

幼稚園の園庭開放

（学校教育課）

未就園児の一日体験入園や絵本の貸出を行います。

幼稚園が「地域の幼児教育のセンター」としての役割を果たせるよう、未就園児の体験入園や

園庭開放を継続して実施する。

64

私立幼稚園への補助

（教育総務課）

健全な幼稚園経営のための補助金の交付を行ないます。

私立幼稚園（５園）に教育環境整備に係る運営費の補助金を交付。

  225千円×５園

65

一時預かり事業

（再掲）

（学校教育課）

幼稚園に在籍する満３歳以上の幼児で、教育時間の前後

又は長期休業日等に預かり保育を実施します。

継続して、事業を実施する。

66

私立幼稚園就園奨励費補助

（学校教育課）

私立幼稚園に就園している園児の保護者負担を軽減し、

幼稚園への就園を促進するため、保護者の収入に応じて

補助を行います。

本年度から低所得のひとり親世帯等に対する補助単価を引き上げ、さらに低所得世帯に対して

は児童の兄姉の年齢制限を撤廃することにより補助対象の拡大及び補助単価の引き上げをおこ

なう。

67

いじめ不登校などの相談体制の充実

(学校教育課）

いじめ、不登校をはじめ悩みを抱える子どもや保護者な

どの相談に応じ、学校復帰などの支援を行います。

校長会等を通じて相談体制の充実への指導を行うと共に、各種専門ダイヤル・相談メール等へ

の相談内容に対応する。

68

児童生徒サポートチームの設置

（学校教育課）

子どもの関係機関が連携して情報を共有し、学校からの

要請に応じて、それぞれが役割分担をして問題行動から

の立ち直りや学校の生徒指導を支援するサポートチーム

を組織します。

問題行動発生時、関係機関の連携のもとケース会議等を立ち上げ、問題の早期解決を図る。

３－２　健やかな成長のための環境整備



事業名 事業内容 実施目標

69

スポーツ活動の充実

（学校教育課）

各種スポーツを通じて子どもたちの健全育成につとめま

す。

新体力テストの、全学校全学年の実施をする。

小学校では、田辺・西牟婁水泳大会、陸上競技大会等の機会を捉え、大会に向けて練習に取り

組むことで競技に対する興味関心を高め、技能向上を図る。

中学校では運動部活動を中心にスポーツ活動の充実を図る。

体育授業の充実のため、教委訪問等で指導助言する。

70

学校施設の整備、改善

（教育総務課）

老朽校舎の建替えや耐震対策など、学校施設の整備改善

を順次進めていきます。

小中学校施設耐震改修工事（長野小学校校舎）

大坊小学校建築事業

三里小学校建築事業

小中学校体育館非構造部材耐震対策事業

71

学校給食の実施

（給食管理室）

学校給食は、市内14か所の調理場において調理を行い、

市立小学校27校、中学校14校、幼稚園４園及び秋津川保

育所に通う児童・生徒たちに、衛生的で安全・安心な、

かつ、栄養バランスのとれた学校給食を実施していま

す。

　また、学校給食関係者の衛生管理意識の一層の向上を

図るとともに、老朽化等に伴う学校給食施設・設備の改

善に努めています。

　食材については、安全性に配慮するとともに、食生活

が、自然の恩恵の上に成り立っており、食に関わる様々

な活動に支えられていることについて、感謝の念や理解

を深めるためにも地産地消を進め、地域の生産者と連携

を図り、可能な限り地元食材の使用に努めています。

平成28年度においても、引き続き、衛生的で安全・安心かつ充実した学校給食の実施に努めます。調理

従事者に対し継続的に研修を行い、衛生管理基準の周知をし理解の促進を図ります。

また、栄養士が配属されている調理場（城山台学校給食センター以外６か所）において、城山台学校給食

センターと同様の給食管理・栄養計算システムを導入することにより、事務の効率化及びアレルギー対応の

強化を図ります。

施設については、大塔給食センターの増改築工事を行い、中辺路学校給食調理場を廃止し、スムーズな

統合調理場の開始に努めます。

設備については、城山台学校給食センターにおいては計画的な修繕、三栖共同調理場の洗浄機及び本

宮中学校の焼物機の更新を行い、衛生管理の改善を図ります。

できる限り地場産物の利用に努め、また、給食食材生産研究会及び納入業者との連携を図りながら、よりよ

い給食食材を調達できるよう努めます。

72

道徳教育の充実

（学校教育課）

各学校において、教育活動全般を通じて道徳教育を充実

します。

平成２８年度田辺市学校教育指導の方針と留意点で、「『豊かな心』を育てる」で道徳教育の

充実について年度当初に管理職に対して具体的に説明し、年間を通じた取組を行うよう働きか

ける。

各学校において、教育活動全体を通じて、道徳的な心情・判断力・実践意欲と態度の道徳性を

養うことを目標として道徳教育を推進する。

・道徳の指導にあたっては、文部科学省発行の「私たちの道徳」県教育委員会発行の読み物資

料「心のとびら」「希望へのかけはし」を活用するとともに、小学校では田辺市で作成した副

読本「ともに生きる」「南方熊楠」「植芝盛平」を活用する。

73

なかよし文庫

（図書館）

幼稚園・保育所に定期的に絵本を貸し出し、子どもたち

が幼い頃から本に親しめる環境づくりに努めます。

市内幼稚園・保育所（園）への巡回貸出冊数、9,000冊。

74

わらべうたと絵本の時間

（図書館）

乳幼児と保護者の方が楽しく集えるわらべうたと絵本の

時間を定期的に開催し、親子のふれあいと本に親しむ機

会づくりに努めます。

毎月実施の「ひよこタイム」（0～2才児と保護者の方対象）及び年1回実施の「ひよこ・こぐ

まタイムスペシャル」（0～3才児と保護者の方対象）の参加者総数600人。



事業名 事業内容 実施目標

75

スクールカウンセラーの配置

（学校教育課）

中学校にスクールカウンセラーを配置し、児童・生徒、

保護者の相談にあたっています。

スクールカウンセラーの専門性を生かし、不登校などの予防、早期発見へのアプローチに生か

していきたい。

76

文化芸術活動の推進

（学校教育課）

文化芸術活動を推進するための支援を行います。

各教科・特別活動・総合的な学習の時間や学校行事等、学校の教育活動全体を通して文化芸術

活動の推進、充実に努める。

各校で校内音楽会や文化発表会・学校祭などの行事を年間計画に位置づけて取り組み、保護

者・地域住民に公開する。

年間通じて各作品募集、発表会やコンクール等に参加するようにする。

県や国が実施している文化芸術分野の事業を紹介し、参加を呼びかける。

事業名 事業内容 実施目標

77

家庭教育のための公民館活動

（生涯学習課）

子育てサークル支援など、地域全体での子育て支援の環

境づくりを行ないます。

各公民館において、読み聞かせ講座、生け花教室など子育てサークル利用時に、施設の貸し出

しを引き続き行っていきます。

78

家庭教育プログラムの整備・充実

（生涯学習課）

親として成長するためには発達段階に応じた学習の継続

が欠かせません。すべての親が安心して家庭教育を行え

るよう、家庭教育に関する学習機会や情報提供を行い、

家庭教育の支援を図るため、田辺市内に在住の親子を対

象にした家庭教育支援講座を開催します。

田辺市内に在住の親子を対象にした家庭教育支援講座を年５回実施します。

79

あいあい広場

（再掲）

（地域子育て支援センター）

市内及び近隣地域に居住する親子への支援活動を実施し

ます。

年間１0回程度開催

３－３　家庭教育への取り組み



事業名 事業内容 実施目標

80

母子健康手帳の交付

（健康増進課）

健やかな子どもを産み育てるため、妊娠の届出により母

子健康手帳を交付します。

健やかな子どもを産み育てるため、母子保健法に基づき、妊娠の届出をした妊婦を対象に母子

健康手帳を交付します。

81

妊婦健康診査（妊婦健康診査費助成事業・妊婦歯科

健康診査）

（健康増進課）

【妊婦健康診査】

14回分22枚の妊婦健康診査受診券を交付し、医療機関及

び助産所で妊婦健診を受けることで、妊婦の健康管理及

び異常の早期発見、早期治療を図ります。

【妊婦歯科健康診査】

妊婦健康診査受診票交付時に併せて妊婦歯科健診受診券

(１回・無料)を交付し、契約医療機関で妊婦歯科健診を

受けることで、妊婦歯科健診の必要性を周知するととも

に、出産前の母親の口腔内環境を整えることで母と子の

健康の保持増進を図ります。

妊婦の健康管理の充実及び妊娠・出産に係る経済的負担を軽減することで、安心して妊娠・出

産ができることを目的に、妊婦健康診査及び妊婦歯科健康診査に係る費用助成を実施します。

82

パパママ教室

（再掲）

（健康増進課）

初めて親となる人を対象に子育ての方法や家族のあり方

について学びます。

妊婦とその家族に対して、妊娠、出産、育児についての正しい知識の普及と妊婦同士の交流の

場として実施します。

30％以上の参加率の向上を図ります。

83

マタニティスクール

（再掲）

（健康増進課）

妊娠中から正しい日常生活を認識し、母乳育児を推進

し、父親参加を呼びかけ、子育てについて学びます。

また、仲間づくりの場としての交流を図ります。

妊婦とその家族に対して、妊娠、出産、育児についての正しい知識の普及と妊婦同士の交流の

場として実施します。

参加率の向上を図ります。

84

妊産婦訪問指導

（健康増進課）

【対象】

妊婦訪問：18歳未満の若年妊娠、35歳以上初妊婦、40歳

以上経産婦、妊娠20週以上の届出等のハイリスク妊婦

産婦：全員

【内容】

日常生活指導を行い、疾病の予防や早期発見、健康の保

持増進を図ります。訪問の結果支援が必要な場合、必要

に応じ早期対応をとるようにしています。

妊産婦に対して、日常生活指導を行い疾病の予防や早期発見、健康の保持増進を図ります。

85

未熟児訪問指導

（健康増進課）

出生時体重が2500ｇ未満の乳児に対し、保健師、助産師

が訪問し、日常生活上必要な指導を行ないます。

未熟児について、養育上必要があると認めるときは、医師、保健師、助産師又はその他の職員

をして、その未熟児の保護者を訪問させ、必要な指導を行う。（母子保健法第19条）

未熟児の出生を速やかに把握し、早期に適切な養育が行なわれるよう支援を行ないます。

86

未熟児養育医療

（健康増進課）

養育医療の申請を受け、速やかに治療が行なわれるよう

養育医療券を交付します。

また、養育者の負担軽減のため、自己負担分について、

市が負担します。

養育のため病院又は診療所に入院することを必要とする未熟児に対し、その養育に必要な医療

（以下「養育医療」という。）の給付を行い、又はそれに代えて養育医療に要する費用を支給

する。

４－１健康の保持増進

４　子どもが健康（すこやか）で安全に育つ安心できるまち



事業名 事業内容 実施目標

87

予防接種事業

（健康増進課）

【定期】

四種混合（三種混合、二種混合、不活化ポリオ）、麻し

ん風しん混合、日本脳炎、ＢＣＧ、小児の肺炎球菌感染

症、ヒブ感染症、ヒトパピローマウイルス感染症、水痘

【定期外】

定期接種を逃した者、おたふくかぜ、和歌山県風しんワ

クチン接種緊急助成事業

感染のおそれのある疾病の発生及びまん延を予防し、公衆衛生の向上及び増進に寄与すること

を目指します。

まん延防止のために90％以上の接種率を目指します。

88

乳幼児健康診査

（健康増進課）

４か月児健診、７か月児健診、１歳６か月児健診、３歳

児健診

医師、歯科医師による診察、保健師、管理栄養士による

育児相談

事故予防啓発、栄養教育、う歯予防教育等を同時に実施

します。

乳幼児の発育、発達の評価と疾病の早期発見、健康の保持増進を図ります。

受診率の維持向上と、未受診者には電話、訪問、保育所・幼稚園での確認等全数把握に努めま

す。

89

５歳児発達相談事業

（健康増進課）

５歳児アンケートによる発達の評価

課題のある児童及びその保護者を対象に、医師、臨床心

理士、栄養士、保育士等による5歳児発達相談を年６回

実施し、必要に応じ事後相談（年10回）、関係機関への

紹介を行います。

事業実施前後に、評価のための関係者会議を２回開催。

発達障害の早期（適時）発見のため、３歳児健診後、集団生活を経験する５歳頃に発達の評価

をし、医療療育を提供することで就学をスムーズに迎えられるよう支援します。

就学後、学校等の状況を把握し、必要に応じ相談機関を紹介することで、学童期の二次的不適

応の予防を図ります。

90

う歯予防対策

（健康増進課）

１歳６か月児健診、３歳児健診で、歯科医師による歯科

健診を実施

１歳６か月児健診では、う歯予防教育を同時に実施しま

す。

妊娠届出時に妊婦歯科健診受診票(1回・無料)を交付

し、協力歯科医院で妊婦歯科健診を実施します。

う歯予防と早期発見のため、乳幼児歯科健診と健康教育を実施します。

妊婦歯科健診の必要性を周知するとともに、出産前の母親の口腔内環境を整え、生まれてくる

子どものむし歯や歯周病予防を目的に実施します。

91

乳幼児育児相談

（健康増進課）

11か月児相談、２歳児相談

保健師、管理栄養士による育児相談

事故予防啓発、栄養教育同時に実施し、乳幼児の発育、

発達のチェックと育児に関する悩みや相談に応じ育児を

支援します。

乳幼児の発育、発達の評価と疾病の早期発見、健康の保持増進を図るため、乳幼児健診、乳幼

児相談を実施します。また、未受診児に対して再通知や電話、訪問で勧奨します。



事業名 事業内容 実施目標

92

すくすく教室

（健康増進課）

赤ちゃんの発達や育児方法、病気などについての不安を

解消し、よい親子関係を築くように支援します。

赤ちゃんの発達や育児方法、病気の知識やその対応等を学ぶことで、育児に関する不安を解消

し、母子の健康の保持増進を図り、母親同士の交流の場として実施します。

93

ひまわり相談

（健康増進課）

臨床心理士による新版Ｋ式、ｗｉｓｋⅣ等の発達検査を

実施し、発達評価及び育児の相談助言を行ないます。

必要に応じ、医療機関への紹介、情報の共有、通園施設

との情報交換をを行ないます。

就学に向け、相談結果等引継ぎを行ないます。

疾病等の経過観察児童、発達に課題のある児童、育児不安を持っている保護者に対し、臨床心

理士による助言・指導・相談を継続的に行い、必要に応じ関係機関に紹介することで、児童の

発達支援を行ないます。

94

にこにこる～む

（健康増進課）

（子育て推進課）

（地域子育て支援ｾﾝﾀｰ）

市民総合センターや中部公民館で午前10～11時までの

間、保健師、保育所主任が担当して、1歳6カ月児健診に

より、生活や発達の面で関わりが必要であると見られる

子どもたちに遊び場を提供し、友達とのふれあいを通じ

て健やかな発達を促進します。また、保護者へは交流の

場を提供し、子育て支援を行います。

昨年どおり、３グループに分けて毎月１回実施するとともに、１１月からは、さらに１グルー

プを増やして実施し、参加者の受け入れを増やしていきます。

95

母子栄養対策

（健康増進課）

【対象】

妊婦：申請の翌月から出産した月まで

産婦：出産の翌月から３か月間

乳児：出生後満４か月の月から９か月間

【内容】

栄養食品（ミルク、牛乳）を支給します。

母子保健法第14条の規定に基づき、栄養の摂取に関し必要と認められた妊産婦及び乳幼児に対

して、栄養食品を支給することにより、母子の健康の保持増進を図ります。

96

こんにちは赤ちゃん事業（新生児訪問指導）

（健康増進課）

妊娠届出時に事業について周知し、同意を得ておきま

す。

出生後、同意を得た家庭には助産師会に委託して訪問

し、同意を得られなかった家庭には保健師が訪問しま

す。

訪問では、産婦及び乳児の健康状態の観察、日常生活指

導を行います。

「エジンバラ産後うつ病質問票」「赤ちゃんへの気持ち

質問票」を用いて、産後うつ等の発見、不安の軽減を図

ります。

生後４か月までの乳児がいる全ての家庭を訪問し、母子の健康状態や養育環境等を把握し、育

児方法等の助言や情報提供をすることで子育て支援を図ります（市保健師、田辺西牟婁助産師

会に委託）。

【人口推計より】

平成28年度541件、29年度528件、30年度518件、31年度508件

97

乳幼児訪問指導

（健康増進課）

対象：健診未受診児の内、状況が把握できない家庭

　　　病気、障害、発達等で経過観察が必要な児童

　　　養育環境に支援の必要な家庭

　　　育児不安の強い母親等

内容：保健師が関係機関等との連携を図りながら家庭を

訪問し、育児不安の解消や

　　　母子の健康管理上必要な保健指導、生活指導及び

育児支援を行います。

健診未受診児、経過観察児、養育環境に支援の必要な家庭、育児不安の強い母親等を対象に保

健師が関係機関等との連携を図りながら家庭を訪問し、育児不安の解消や母子の健康管理等の

保健指導及び生活指導を行います。



事業名 事業内容 実施目標

98

養育支援訪問事業

（子育て推進課）

出産後、体調不良のために家事や育児をすることが困難

で昼間、他に家事や育児を行う方がいない家庭にヘル

パーを派遣し身の回りの世話や育児等の手伝いを行なっ

ています。

さらに、育児や家事に問題を抱える家庭についても支援

しています。

制度の周知をさらに図る。

99

子育て相談総合窓口

（健康増進課）

妊娠中から出産後の健康に関する相談、乳幼児期から思

春期に至るまで子育て全般にわたる相談窓口を設け、面

接、電話による相談に応じます。必要に応じて、医療機

関、各種相談、サービス等の紹介を行います。

妊娠、出産、育児における悩みや不安に対して面接、電話による相談に応じます。

100

母子保健推進員による地区活動

（健康増進課）

地域において、妊娠、出産、育児における悩みや不安に

対して相談に応じ、適切な情報提供、支援活動を実施し

ます。

○　推進員数：82人

○　任　　期：２年

○　活動内容：妊産婦及び乳児訪問

　　　　　　　保育・助言

　　　　　　　健診補助

　　　　　　　研修参加

母性及び乳幼児の健康の保持増進のため、地域に密着した育児支援活動を実施しています。地

域に密着した支援活動を行なうことにより、母性及び乳幼児の健康の保持増進を図ります。

101

ひきこもり相談窓口

（健康増進課）

平成13年３月からひきこもり相談窓口を開設していま

す。相談は、専用電話、ファックス及びメールで受け付

けています。相談ではひきこもりとなった背景を見極

め、適切な関係機関への紹介や継続支援を行っていきま

す。

家族や本人への相談の中で、徐々に就労や進学を含めた

社会参加に向けて活動するための心理的サポートを継続

します。

ひきこもり状態にある青少年及びその家族からの相談を受け、その対応について検討しながら

必要に応じて適切な関係機関を紹介することで、社会参加を促します。

102

ひきこもり検討委員会

（健康増進課）

ひきこもりの問題に対して関係機関が相互に連携して取

り組みます。

○　委 員 数 ：33人

○　委 員 会 ：２回、小委員会　10回

○　活動内容 ：講演会、青年自助会等への参加

田辺市ひきこもり検討委員会は、思春期・青年期にある者にみられる「ひきこもり」の問題に

ついて、関係機関が相互に連携して取り組んでいくことを目的として設置しています。

103

食育の推進

（学校教育課）

学校、幼稚園、保育所の給食を通じて、食と健康との関

係や栄養管理に関する能力の育成を行う。栄養教諭や栄

養士、教員等による食育の授業を実施する。

食育月間には、各学校・園において子どもたちへの食への関心を高める取組を実施する。

栄養教諭や栄養士を中核とした食育推進に取り組む。

学校給食を教材とした食育を実施する。

104

性教育

（学校教育課）

小中学校の授業で性についての学習を実施します。

市内全小学校で、年間指導計画に基づいて指導する。

「田辺市立小中学校性教育指導指針」を基に、各学校間で取組状況に大きな差が出ないように

指導する。また、発達段階に応じた指導内容になるように注意する。

105

エイズ教育

（学校教育課）

小中学校の授業でエイズについての学習を実施します。

小学校では保健科、中学校では保健体育科の授業でエイズについて学習する。



事業名 事業内容 実施目標

106

喫煙防止教育

（学校教育課）

小中学校の授業でたばこの害と人に及ぼす影響について

指導します。

小学校の保健、中学校の保健体育科で、たばこの害と周りの人に及ぼす影響について指導す

る。

市内の全小・中学校及び幼稚園において学校敷地内禁煙を完全実施し、子どもたちに煙のない

環境を提供する。

青少年センターが実施する「喫煙防止教室」等、出前授業の活用を呼びかける。

107

薬物乱用防止教育

（学校教育課）

小中学校の授業で薬物の害とその乱用防止について指導

します。

小学校の保健、中学校の保健体育科で、薬物の害とその乱用防止について指導する。

警察官や青少年センター職員等の外部講師を招いて実施する「薬物乱用防止教室」等の出前授

業の活用を呼びかける。

外部講師等を招聘できない学校では、養護教諭や生徒指導担当者が校内での薬物乱用防止教室

を実施する。

事業名 事業内容 実施目標

108

子どもの人権啓発

（人権推進課）

講演会等の開催により、子どもの人権の啓発に取り組み

ます。

平成２８年１２月に本宮行政局において「第５３回本宮人権お話し会」を開催予定。

　内容　　第１部　小・中学生による人権作文発表会

　　　　　第２部　人権講演「未定」

　　　　　　　　　講師　　「未定」

　発表された作文は、後日に作文集として製本し、本宮管内の各戸に配布を行う予定。

平成２９年２月２６日（日）に紀南文化会館大ホールにおいて「たなべ人権フェスティバル」

を開催する。

　内容　　第１部　歌のおねえさんとみんなの輪

　　　　　第２部　ミュージカル「ももたろう」（予定）

109

教育相談

（学校教育課）

不登校やいじめその他子育て等、様々な悩みを抱えた子

どもや保護者、市民の相談（電話・来談）に応じます。

田辺市教育研究所での教育相談機能を強化し、相談を受けた後、学校との連携をより密にして

いく。

110

適応指導教室

（学校教育課）

適応指導を行ない、不登校児童生徒の学校復帰を支援し

ます。

田辺市適応指導教室での活動を充実し、さらに学校との連携強化を行う。

111

家庭児童相談室の相談体制の充実

（再掲）

（子育て推進課）

家庭における子育ての悩みや問題また子ども達が安全・

安心、健やかな育ちのための環境づくりについて家庭そ

の他からの相談を受ける体制の充実を図ります。

関係機関等との連携をさらに密接に行い、相談体制の充実を図る。

112

要保護児童対策地域協議会の設置

（再掲）

（子育て推進課）

要保護児童の適切な保護を図るため、必要な情報の交換

を行うとともに、要保護児童に対する支援の内容に関す

る協議を行うとともに、児童虐待の防止の啓発を行な

う。

児童虐待に対する市民の認識を深め、児童虐待の予防、早期発見・対応促進に努める。

４－２　児童の権利擁護



事業名 事業内容 実施目標

113

居住環境の改善

（管理課）

快適な居住環境を備えた住宅の供給を促進します。

居住環境の改善を実施する中で、特に旧市内の市営住宅の老朽化が進み、予算面から要望に対

応するには難しい状況にあるが、田辺市営住宅長寿命化計画により、ストックの長寿命化を図

り、ライフサイクルコストの縮減につなげていくため、点検の強化及び早期の管理・修繕によ

り更新コストの削減を目指す。

114

市営住宅募集における優遇制度

（管理課）

同居親族に小学校就学の始期に達するまでの者がいる世

帯に良好な居住環境の提供に努めます。

平成１９年度から、市営住宅募集において、同居親族に小学校就学の始期に達するまでの者が

いる世帯の方にも、抽選の当選率がよくなる優遇制度を設ける。

今年度も７月、１１月、３月の定期募集において実施する。

115

道路環境の整備

（都市計画課）

安全で快適な道路整備を促進します。

外環状線（文里埋立地～コメリ交差点）

道路延長　L=500ｍ　幅員　W=14.0ｍ（うち自歩道片側3.5ｍ一部片側）

　平成23年度　埋立申請　調査

　平成26年度　事業認可

　平成27年度　護岸工事（県）道路実施設計

　平成28年度　用地買収、物件保障　護岸工事（県）

　平成29年度　道路工事　護岸工事（県）

　平成30年度　道路工事

116

有害環境の対策の強化

（学校教育課）

インターネットを始めとする有害環境の排除について関

係機関と連携した取り組みを行います。

学校に対して情報モラル教育の推進を指導するとともに、県教育委員会と連携しネットパト

ロールを通して生徒への指導を学校に促す。

117

公園施設の整備

（管理課）

バリアフリーによる安全で快適な公園施設の整備、充実

に努めます。

公園施設のバリアフリー整備は予定していませんが、遊具等の修理・修繕をおこない安全な施

設の維持管理に努めます。

４－３　生活環境の整備・充実



事業名 事業内容 実施目標

118

交通安全意識の高揚

（学校・幼稚園・保育所）

交通安全教室等の実施により交通安全教育の徹底に努め

ます。

警察と連携した交通安全教室を各学校において実施する。

119

自転車の安全な乗り方の指導

（自治振興課）

全校生徒に自転車のルールや安全な乗り方について指導

していきます。

市内小中学校の全校生徒に対し安全に道路を通行するための意識や能力を高めることを目的と

し、交通安全教室を開催する。（43校）

交通指導員会田辺支部による無灯火指導を実施する。

田辺警察署・交通指導員会及び各種関係団体による自転車通学生等に対する街頭指導（自転車

マナーアップ　年9回）を実施する。

120

たなべあんしんネットワーク活動支援事業

（福祉課）

たなべあんしんネットワーク活動の一環として、民生委

員・児童委員、福祉委員推などにより、登下校時の子ど

もの見守り声かけ活動を行います。

各地域において継続実施

121

安全対策の徹底

（学校教育課）

学校施設における安全管理の徹底と不審者侵入に対して

のマニュアルを作成し、訓練を実施します。

小学校新入生全員に防犯ブザーを配布するとともに、不審者情報を市民に周知する。また、道

路管理者、警察と連携し、通学路安全点検を実施する。

122

みんなで子どもを守る街づくり計画の実施

（学校教育課）

町内会や地域団体に呼びかけ、定期的に地域で子どもの

通学を見守り、声かけをする運動を展開します。

毎月初めに『明るい笑顔街いっぱい運動』を実施し、セーフティガードを中心とする地域、保

護者、教員で児童生徒の見守り活動を行う。

123

被害予防の情報提供

（学校教育課）

不審者等の情報の周知に努め、注意の喚起と被害の予防

に努めます。

警察や青少年センターと連携しながら、「安心・安全メール」で不審者情報を市民に周知す

る。

124

きしゅう君の家

（学校教育課）

いつでも子どもが助けを求められるように、さらに指定

を拡充します。

約1,000戸の登録による「きしゅう君の家」において、子どもをいつでも守ることができる体

制を強化する。

125

子どもの事故予防

（健康増進課）

安全チェックリストの配布等、乳幼児の事故防止につい

て感心を高め、事故防止教育を実施します。

また、事故発生の原因及び再発防止について調査検討し

ます。

○妊娠届出時にチャイルドシート着用啓発チラシを配布

○マタニティースクール受講者にチャイルドシートの必

要性について啓発

○乳幼児健診・相談時に事故予防のための安全チェック

リストを活用した指導

○乳幼児健診・相談時に、事故で医療機関を受診したか

を保護者から聞き取り調査

乳幼児の事故防止について関心を高め、事故防止教育をします。

４－４　子どもの安全の確保



事業名 事業内容 実施目標

126

小学生・中学生･高校生への救命講習

（警防課）

「応急手当の必要性と身近な問題として捉える意識付

け」、「応急手当に関する知識の修得」、「技術修得の

熟知」の３項目に重点を置き、救命講習を実施する。

なお、２～３年毎の受講を目指し、小学生への指導を起

点として、受講した子どもたちが大人になるときには、

応急手当が当たり前として実施できる意識付け及び技術

の修得のため、生涯学習的なものとして受講できるよう

に取り組んでいる。

前年度実績の継続

127

着衣泳の指導

（警防課）

水の事故から自分自身の生命を守るため、着衣泳に関す

る正しい知識と技術を身につけることを目的とし、実技

指導を重点に実施している。

５年間で平均５回の実施を目標値とする。

128

幼年消防クラブの結成

（消防本部）

「正しい火の取扱いを教える」「消防の仕事に対する理

解を深める」「防火思想の普及」を目的とし、田辺市内

の保育園及び幼稚園から幼年消防クラブを結成していま

す。

未結成の保育所（園）・幼稚園の中から、１クラブの結成を予定している。

備考　再掲事業　１３事業


